
 

                                                        

                                              
パブリックコメントの結果 

 

【４名 11 件のご意見】 

番 

号 
頁 項   目 ご  意  見 

計画へ

の反映 
対     応 備 考 

１ 35 1-1 避難場所の確保・整備 ・ 企業・個人所有地の公に 

 提供する発想を促す政策導 

 入 

△ ・ いっとき避難場所などに企業・個人所有地を避難場所と

することについては、今後、地域の皆さまと話し合いを進

めてまいります。 

 

２ 37 1-1 防災教育の充実 ・ 小中学生を対象にＤＩＧ 

の定期的な研修により自分 

の地域を知ることで災害時 

に活かされる。 

◎ ・ 出前講座等においてＤＩＧ（地図を使っての防災対策訓

練）を活用していくことも検討いたします。 

（追記） 

出前講座における内 

容の工夫を反映 

 

３ 38 1-1 消防団・自主防災組織

の強化 

・ 各自主防災団体への可搬 

ポンプの設置 

◎ ・ 消火資機材としてのスタンドパイプは、既に各地区へ配分

しております。 

  可搬ポンプの設置については、町からの交付金を活用し

ての購入も地区でご検討いただきたいと考えます。 

引き続き、防災資機材の配備については、検討を進めてま

いります。 

（追記） 

各地区が必要とする 

防災備蓄品の充実を反

映 

 

４ ・ 各地町内別に防災物資供 

給集積場所の確保 

△ 防災物資供給集積場所につきましては、地域防災計画に

おいて、県などからの輸送物資を町内２か所の集積所に輸

送し、その後、各指定避難所等へ配分するようになっており

ます。 

今後は、各地区の皆さまと防災物資供給集積場所の必要

性も含めて、意見を伺ってまいります。 

 

５ ・ 業者に委託するだけでな 

く重機の確保(町として） 

ユンボ・ブルドーザー等 

×   重機が必要となる作業については、株式会社アクティオ

と取り交わした「災害時等における応急対策資機材の供給

に関する協定書」や大磯建設協会と取り交わした「災害時に

おける応急復旧工事等の協力に関する協定書」により、専門

的技術を要する事業者の協力を求めることとしており、保

有することは考えておりません。 

 

【凡例】◎：計画に反映しました。 
    ○：計画に反映済です。 
    △：今後の施策の参考とします。 
    ×：反映できません。 
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６ 41 1-3 津波避難に係る情報伝

達体制の整備 

・ 津波情報を伝達するた 

め、町内広報システムとし 

て全戸に「防災行政ナビ」 

を配布する。 

△ ・ 「防災行政ナビ」は、各地区に１台配布済み。また、個人

所有のスマートフォンにアプリをご登録いただくことによ

り、「防災行政ナビ」と同様の情報が配信されます。 

  その他に登録制メールなど、様々な伝達手段を用いて同

じ情報伝達ができるよう努めております。 

  広報システムの充実については、今後も、スマートフォ

ンなどを含めて、ＩＣＴ（情報通信技術）の更なる有効 

な利用方法という観点から継続的に検討してまいります。 

 

７ 45 1-5 災害情報の収集・伝達

体制の整備 

・ 大規模災害時、本庁舎損 

壊時の第２対策本部との通 

信インフラ等の整備、周知 

方法 

○ ・ 「大磯町地域防災計画」に基づき、消防庁舎を第２対策

本部としております。 

  通信インフラについては、既設の通信回線によるほか、

主にＭＣＡ無線や防災行政ナビ等を使用します。 

  周知方法については、大磯中学校に配置している防災行

政無線のほか、防災行政ナビシステム、登録制メール、防

災行政無線ダイヤルなどを使っての配信もできるようにな

っております。 

 

８ 52 2-6 道路・交通規制体制の

整備 

・ 風水害、地震に対する通

行障害への道路の整備につ

いて、木の倒木が原因とな

ることが多い。 

地主と役場との協議を進

めるとともに補助金等も検 

討して欲しい。 

△ ・ 災害時の通行確保のため、平時からパトロールにより、

点検・確認を実施し、適切な是正を呼びかけていきます。 

  今後、更なる倒木対応等のあり方についても、情報収集

に努めていきます。 

 

９ 54 3-1 地域コミュニティの充

実強化 

・ 自主防災会体制を見る 

 と地区役員が兼務してい 

るところが多く、２年で 

交代するため継続性がな 

く、改善が必要 

△ ・ 自治会や町内会などへ、「共助」の取組みの中で長期的

な対応について呼びかけてまいります。 

 

10 57 4-2 被災者支援に関する情

報システムの構築 

・ 各地域会館へインター 

 ネットの導入 

○ ・ 避難所等への Wi-Fi等のインターネット等各種通信手段

の活用を図る中で、検討を進めてまいります。 

 

11 65 7-5 適切な森林整備 ・ 森林整備（保水のできる 

樹木の植栽） 

○ ・ 伐採跡地の再造林等、適切な森林環境の保全を推進する

中で、検討を進めてまいります。 
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